
 

 

廿日市市次世代自動車導入促進  

補助金の手引き  

（令和 8 年４月作成）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【電子申請 （ LINE）】 個 人 の み 　 マ イ ナ ン バ ー カ ー ド が 必 要 　 　  

・ 必 要 書 類 を 写 真 で 送 る だ け で 申 請 手 続 き が 完 了 し ま す 。  

・ 紙 で の 申 請 書 類 の 作 成 ・ 提 出 が 不 要 で す 。  

※ 必 要 書 類 は ６ ペ ー ジ を 確 認 し て く だ さ い 。  

 

 

【書類申請の事前チェック（ LINE 又 は メ ー ル ）】 

・ 提 出 前 に 、 LINE 又 は メ ー ル で 書 類 の 事 前 チ ェ ッ ク を 行 い ま す 。  

・ 確 認 後 、 郵 送 又 は 持 参 に よ る 書 類 の 提 出 が 必 要 で す 。  

・ 書 類 の 不 備 ・ 不 足 に よ る 差 戻 し が 多 く 生 じ て い ま す の で 、 是 非 ご 利 用 く だ さ い 。  

※ 必 要 書 類 は ５ ペ ー ジ を 確 認 し て く だ さ い 。  

◆LINE/メールによる電子申請又は事前確認が利用できます。

【 申 請 書 類 の 提 出 ・ 問 合 せ 先 】  

〒 738－ 8501 廿 日 市 市下 平 良 一 丁 目 １ １ 番 １ 号  

廿 日 市 市 生 活 環 境 部 環 境共 生 課  

電 話 ：（０ ８ ２ ９ ） ３ ０ － ９ ２ ２ ４ 　 FAX：（０ ８ ２ ９ ） ３ １ － ０ １ ３ ３

申 請 は こ ち ら ▽

LINE 個 人 の み  

Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ の ト ー ク  

画 面 か ら 申 請 書 類  

を 写 真 で 送 信 し て  

く だ さ い 。

メ ー ル ど な た で も  

申 請 書 類 を ス キ ャ ン し 、PDF デ ー タ を 下 記

メ ー ル ア ド レ ス へ 送 付 し て く だ さ い 。  

kankyokyosei@city.hatsukaichi . lg.jp 

※ 件 名 を「（氏 名 ）【 補 助 金 書 類 確 認 依 頼 】」と し て く だ さ い 。

手 続 は こ ち ら ▽
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・補助金の申請をされる皆様へ・  

 

廿日市市次世代自動車導入促進補助金の適正な執行のため、「廿日市市次

世代自動車導入促進補助金交付要綱」や本手引きをよく確認し、十分にご理

解いただいた上で、補助金受給に関する手続きを適正に行っていただきます

ようお願いいたします。  

 

 

l 申請書類は返却いたしません。申請者（申請にあたり委任を受けた者が

いるときは委任を受けた者）は、提出前に関係書類の控えをとっておい

てください。  

 

l 郵送提出をされる方は、特定記録郵便などをご活用いただき到着状況に

つきましてはご自身でご確認ください。原則、電話での問い合わせは受

け付けません。  

 

l 本補助金はＬＩＮＥでの電子申請が可能です。申請手続を窓口に来るこ

となく完結させることができる（申請者が個人の場合に限る）ほか、申

請書類の事前確認（個人・法人ともに利用可能）も受け付けています。

是非ご活用ください。  

 

l 補助金の交付を受けた方は、本補助金を受けて導入した車両を適正に管

理してください。  
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１　目的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　大気環境の改善、二酸化炭素排出量の削減及び災害対応力の向上を図るため、電気

自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、超小型モビリティ又はミ

ニカー（以下「次世代自動車」という。）の導入を行う者に対して、予算の範囲内で補

助金を交付します。 

 

２　受付期間　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

　次の期間内に先着順で受け付け、予算額に達した時点で受付を終了します。 

 

令和８年４月２２日（水）～令和９年３月１９日（金） 

※　受付期間内であっても、予算額に達した場合は、受付を締め切ります。 

 

３　受付場所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

必要書類を、廿日市市生活環境部環境共生課（廿日市市役所１階）に郵送又は持参

してください。個人の方は、ＬＩＮＥでの電子申請も可能です。 

※　書類に不備がある場合は、受理できません。 

※　郵送提出をされる方は、特定記録郵便などを活用いただき到着状況につきまし

てはご自身で確認ください。原則、電話での問い合わせは受け付けません。 

※　電子申請で手続を完結させる場合は、書類の紙での提出は不要です（申請者が

個人の場合に限る）。 

 

４　補助対象　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

1. 補助対象者は、次のいずれかに該当し、次世代自動車を購入・導入した方です。

リース契約による導入の場合も対象としますが、使用期間が 4 年以上の契約によ

るものに限ります。 

（１）本市に住所を有する個人 

（２）本市に事務所又は事業所を有する法人 

　 

2. ただし、次のいずれかに該当する場合は、補助対象者となりません。 

（１）市税（延滞金含む）の滞納がある者 

（２）廿日市市暴力団排除条例（平成２４年廿日市市条例第２号）第２条第２号　

に規定する暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団員等である者 

（３）補助金を法令又は公序良俗に反する行為に利用するおそれがあると認めら

れる者 
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3. 補助対象車両は、次に掲げる要件すべてに該当する車両です。 

（ １ ） 経 済 産 業 大 臣 が 定 め る ク リ ー ン エ ネ ル ギ ー 自 動 車 導 入 促 進 補 助 金 （ 以 下　

「CEV 補助金」という。）の交付決定を受けていること。 

（２）CEV 補助金の交付決定から１年以内であること。 

（３）電気自動車、プラグインハイブリッド自動車、燃料電池自動車、超小型ビ

リテ ィ又はミ ニカーで あること。（※側車付 二輪自動車 、原動機付 自転車

は補助対象外です。） 

（４）過去にこの補助金を受けていないこと。 

 

CEV 補助金については下記 URL をご覧ください。 

【次世代自動車振興センターHP　https://www.cev-pc.or.jp/　】 

 

５　補助金の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

車両の種類ごとの補助金の額は、次の表のとおりです。 

※　１世帯又は１法人につき５台を上限とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　※ 車 両 の 種 類 は 、 CEV 補 助 金 の 補 助 対 象 車 両 一 覧 表 を ご 確 認 く だ さ い 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
車両の種類 ※ 補助金の額

 
①電気自動車

１台につき１０万円

 
②プラグインハイブリッド自動車

 
③燃料電池自動車

 
④超小型モビリティ

 ⑤ミニカー １台につき５万円

https://www.cev-pc.or.jp/
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６　申請の流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

①②　廿日市市への申請は、CEV 補助金の「交付決定通知書兼補助金の額の確定通 

知書」が届い た後となります。市 への 申請 前に 、CEV 補 助金の 交付 決定 を受け

てください。 

④　　市では、書類審査（必要に応じて現地確認）を行い、補助金の交付を決定した

ときは、その旨を廿日市市次世代自動車導入促進補助金交付決定通知書兼額確定

通知書（別記様式第３号）により通知します。 

また、補助金を交付しない決定をしたときは、その旨を廿日市市次世代自動車

導入促進補助金不交付決定通知書（別記様式第４号）により通知します。 

⑤ 　 　 廿 日 市 市 次 世 代 自 動 車 導 入 促 進 補 助 金 交 付 決 定 通 知 書 兼 額 確 定 通 知 書 の 日 付

から３０日程度で、補助金交付申請時に提出された口座振替依頼書に記載の口座

に振り込みます。（振込予定日に ついて事前に お知らせはしませんので ご了承く

ださい。） 

 

７　書類記入上の注意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  

■　書類に不備、不足がある場合は、申請を受理できないことや、補助金の支払いが

できないことがありますので、申請者（代理人を定めた場合は代理人）の責任にお

いて必要書類を揃えていただくようお願いします。 

■　申請書類は、パソコン入力又は黒色のボールペンで丁寧に記入してください。消

えるボールペンや鉛筆の使用は不可です。 

■　申請書類に押印する印鑑は、全て同一のものを使用してください。 

■　申請書類の訂正には、修正テープ又は修正液は使用しないでください。二重線で

訂正し、訂正印を押してください。 

■　申請関係書類は返却しません。必ず申請前にコピーを取り、保管してください。 

 

 
申請者 廿日市市

 

 

①購入・車両登録

⑤ 振 込

③交付申請
④交付決定兼  

額の確定

②CEV 補助金申請・交付決定  

市 へ の 申 請 前 に  
手 続 き が 必 要 で す 。
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次の書類は市役所の各窓口等で取得できます。取得方法については、市ホームペー

ジをご覧いただくか、各担当課にお問い合わせください。 

 

（イ）住民票の写し　　　　　　…市民課　　　☎0829-30-9134 

 

（エ）法人などの所在地証明書　…課税課　　　☎0829-30-9113 

 

（オ）市税等の滞納がない証明書…税制収納課　☎0829-30-9110 

８-1　交付申請時の必要書類等（書類申請の場合）　　　　　　　　　　　

（ア）　廿日市市次世代自動車導入促進補助金交付申請書（別記様式第１号） 

（イ）　（個人の場合）住民票の写し 

　　　　※ 発 行 か ら ３ ヵ 月 以 内 の 原 本  

（ウ）　（法人の場合）履歴事項全部証明書 

　　　　※ 発 行 か ら ３ ヵ 月 以 内 の 原 本  

（エ）　（法人の場合）廿日市市内に事務所又は事業所を有することを証明する書類 

　　　　※ 上 記 （ ウ ） の 書 類 で 当 該 事 項 が 確 認 で き る 場 合 は 提 出 不 要  

※ 所 在 地 証 明 書 、 履 歴 事 項 全 部 証 明 書 な ど 公 的 機 関 が 発 行 し た も の 。  

※ 発 行 か ら ３ ヵ 月 以 内 の 原 本  

（オ）　市税等（延滞金を含む。）の滞納がないことを証明する書類 

　　　　※ 発 行 か ら ３ ヵ 月 以 内 の 原 本  

（カ）　（ミニカー以外）自動車検査証の写し及び自動車検査証記録事項の写し 

（キ）　（ミニカーの場合）標識交付証明書 

（ク）　（リース契約の場合）リース契約書の写し 

※ 使 用 期 間 が ４ 年 以 上 で あ る こ と が 確 認 で き る も の  

（ケ）　ＣＥＶ補助金の補助金交付決定通知書兼補助金の額の確定通知書の写し 

　　　　※ 交 付 決 定 日 か ら １ 年 以 内 で あ る こ と  

（コ）　災害時電源協力車登録の同意書（別記様式第２号） 

（サ）　（補助金交付申請を委任する場合）委任状 

　　　　※ 申 請 者 本 人 又 は 同 居 の 親 族 以 外 の 方 が 申 請 を す る 場 合  

（シ）　（市に口座登録がない方）口座振替依頼書 

　　　　※ 申 請 者 本 人 名 義 の 口 座  

（ス）　その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請書等の様式は、市ホームページからダウンロードできます。 

【 https://www.city.hatsukaichi .hiroshima.jp/soshiki/131/108418.html】

https://www.city.hatsukaichi.hiroshima.jp/soshiki/131/108418.html
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（ア）市税等の滞納がない証明書は市役所の窓口、郵送又は LINE で取得できます。

取得方法については、市ホームページをご覧いただくか、担当課にお問い合わせく

ださい。 

 
・税制収納課　☎0829-30-9110

８-2　交付申請時の必要書類等（LINE 申請の場合）　　　　　　  

※　マイナンバーカードを利用して LINE 申請する場合は、事前に次の書類が必要で 

す。法人の場合や、マイナンバーカードをご利用いただけない方は、５ページの 

必要書類を準備し、郵送又は持参により申請を行ってください。 

 

（ア）　市税等（延滞金を含む。）の滞納がないことを証明する書類 

　　　　※ 発 行 か ら ３ ヵ 月 以 内 の も の  

（イ）　（ミニカー以外）自動車検査証の写し及び自動車検査証記録事項の写し 

（ウ）　（ミニカーの場合）標識交付証明書 

（エ）　（リース契約の場合）リース契約書の写し 

※ 使 用 期 間 が ４ 年 以 上 で あ る こ と が 確 認 で き る も の  

（オ）　ＣＥＶ補助金の補助金交付決定通知書兼補助金の額の確定通知書の写し 

　　　　※ 交 付 決 定 日 か ら １ 年 以 内 で あ る こ と  

（カ）　受取口座の情報が分かるもの 

　　　　※ 銀 行 名 、 支 店 名 、 口 座 番 号 、 口 座 名 義 が わ か る こ と  

 

 

 

 

 

 

 

 

９　車両等の管理について　　　　　　　　　　　　　　　　　  

●　補助金の交付を受けた方は、本補助金を受けて購入・導入した補助対象設備を適

正に管理してください。また、車両の初度登録の日から起算して４年（以下｢処分制

限期間｣という。）を経過するまでは、補助対象設備を、補助金の交付目的に反して

使用し、廃棄し、売却し、譲渡し、交換し、貸与し、又は担保に供することはでき

ません。 

 

●　処分制限期間内に処分する場合には、処分する前に、廿日市市次世代自動車導入

促進補助金補助対象財産処分承認申請書（別記様式６号）を提出し、必ず市長の承

認を受けてください。なお、災害等によりやむを得ず処分する場合を除き、使用年

月に応じて補助金の返還が必要となります。 

 

●　処分制限期間内に市長の承認なく処分を行った場合には、補助金の交付決定を取

り消し、補助金の返還を命じます。 
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●　補助金の交付を受けた車両の導入や補助金の申請に関する書類を整理し、車両登

録の日から起算して４年を経過した日の属する会計年度の末日（３／３１）までは

保管しておいてください。 

 

●　廿日市市補助金等交付規則第２３条の規定により、市が必要に応じて車両等の状

況調査を行う場合があります。 

 

１０　補助金の返還について　　　　　　　　　　　　　　　　  

補助金の交付を受けたあとでも、申請が虚偽又は不正の事実によるものだった場合

や、補助金の交付の条件に違反した場合などには、補助金の交付決定を取り消し、廿

日市市次世代自動車導入促進補助金交付決定取消通知書兼額確定取消通知書（別記様

式第５号）によって通知し、補助金の返還を命じます。 

　必ず交付要綱やこの手引きの内容をよく確認の上、申請してください。 

 

　なお、処分制限期間内に処分する場合、市長の承認を得た場合も、使用年月に応じ

て補助金の返還が必要になります。その場合の基本的な計算方法は次のとおりです。 

 

 

※補助金の返還が済むまでは、新たに補助金の申請をしたり交付を受けること 

はできません。 

※天災など理由によっては返還の対象とならないこともありますので、まずは 

環境共生課にご相談ください。 

 

 

 

 

 
 
 
 

 
※残存月数＝４８か月（処分制限期間）－　経過月数　  

経過月数には、車両登録月と処分月の両方を含めます。

補助金返還額の計算方法  
（市長の承認を得て車両を処分する場合）

残存月数 (※ )

48 か月
補助金額 ×
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廿日市市災害時電源協力車登録制度に関する要領 

令和６年４月１日　  

要領　  

(目的) 

第１条　この要領は、廿日市市内で大規模な地震災害、風水害その他の災害(以下

「災害」という。)による停電が発生し、又は発生のおそれのある場合において、

指定避難所等(以下「避難所等」という。)における非常用電源となる、動力が電

動化された自動車(以下「電動車」という。)の確保のため、これらの車両を使用

する者をあらかじめ登録し、廿日市市長(以下「市長」という。)の依頼に基づく

給電活動の協力を得る制度(以下「本制度」という。)に必要な事項を定めること

により、災害時における市民の生命および身体の安全を守ることを目的とする。  

(登録者) 

第２条　本制度において登録の対象となる者（以下｢登録者｣という。）は、電動車を

使用する者で、次のいずれかに該当する者とする。  

(1)廿日市市電気自動車等導入促進補助金交付要綱(令和５年告示第４７号)（以下

「次世代自動車補助金要綱」という。）第５条第１項第７号に規定する災害時電

源協力車登録の同意書を提出した者  

(2)廿日市市次世代自動車導入促進補助金交付要綱(令和６年告示第１４３号)第４

条第１項第９号に規定する災害時電源協力車登録の同意書を提出した者又は同

条第４項に規定する方法により申請した者  

(登録期間) 

第３条　登録期間は、前条各号の同意書を提出した日又は次世代自動車補助金要綱

第４条第４項に規定する方法により申請した日から起算して４年を経過した日の

属する会計年度の末日までとする。  

(活動の内容) 

第４条　市長は、災害による停電が発生し、又は発生のおそれのある場合であっ

て、登録者による給電活動が必要であると判断した場合は、登録者に対して、指

定した避難所等へ参集し、給電活動に協力することを依頼するものとする。  

２　登録者は、前項に基づく協力依頼があった場合は、自身や家族等の身　体・財

産の安全等を最優先に考慮した上で、給電活動が可能であると判断した場合は、

避難所等にあらかじめ登録した車両で参集するものとする。  

３　登録者は、避難所等の運営主体の要請に従い、登録車両からの給電活動を行う

ものとする。  

４　登録者は、活動後の撤収に伴う登録車両の運搬を行うものとする。  
(報酬等) 

第５条　登録者の活動は無報酬とし、食費、旅費等の活動に要する費用は自己負担

とする。  

２　市長は、登録者が活動にあたり負傷又は死亡した場合は、市長が加入する市民

総合賠償保険の規定の範囲内で保険金を支払うものとする。  

３　登録車両からの給電に要した電気代等は、自己負担とする。



９ 

４　登録車両が市長の責に帰すべき事由により損害を被った場合又は滅失した場合

は、市長はその損害を賠償する。  

(個人情報の管理) 

第６条　市長は、登録者から提供された個人情報を他の用途に利用してはならな

い。  

２　市長は、個人情報の授受、保管および管理にあたっては、個人情報の保護に必

要な措置を講じるものとする。  

(その他) 

第７条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。  

　　　附　則  
この要領は、令和６年４月１日から施行する。  
　　附　則（令和７年４月１日）  
この要領は、令和７年４月１日から施行する。  
　　附　則（令和８年４月１日）  
この要領は、令和８年４月１日から施行する。


